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歳　入

増減額　③ 増減率(％)

款 予算額　① 構成比 予算額　② 構成比 ①－② ③／②×100

1 分担金及び負担金 4,881,670 71.1 4,851,250 68.0 30,420 0.6

2 使用料及び手数料 802,129 11.7 800,045 11.2 2,084 0.3

3 国 庫 支 出 金 239,296 3.5 381,709 5.3 △ 142,413 △ 37.3

4 県 支 出 金 22,065 0.3 29,526 0.4 △ 7,461 △ 25.3

5 財 産 収 入 13,026 0.2 13,090 0.2 △ 64 △ 0.5

6 繰 越 金 20,000 0.3 20,000 0.3 0 0.0

7 諸 収 入 108,776 1.6 81,295 1.1 27,481 33.8

8 組 合 債 774,400 11.3 895,900 12.6 △ 121,500 △ 13.6

△ 繰 入 金 66,000 0.9 △ 66,000 皆減

合 計 6,861,362 100.0 7,138,815 100.0 △ 277,453 △ 3.9

　前年度予算額に対して142,413千円、37.3％減の239,296千円を計上。

　減額となった要因は、平成30年度から５か年をかけ、ごみ焼却施設を長寿命化するための基幹的設備改良

事業が令和４年度で終了したことによる、二酸化炭素排出抑制対策事業交付金の皆減によるもの。

　内訳としては、衛生費国庫補助金では、廃棄物処理施設モニタリング事業費補助金で257千円、新 終処

分場建設事業に対する循環型社会形成推進交付金で239,039千円を計上。

　前年度予算額に対して2,084千円、0.3％増の802,129千円を計上。

令和5年度　一般会計予算概要
（単位：千円）

令和4年度令和5年度

［　３款　国庫支出金　］

　増額となった要因は、夜間急病診療所の診療収入で2,000千円、清掃費のし尿処理手数料で1,650千円の

増を実績に基づき、見込んだことによるもの。

　増額となった要因は、職員及び再任用職員の増や勤勉手当引上げなどによる職員人件費、ごみ焼却施設

や非常備消防施設で新たに元金償還が始まることによる公債費の増などによるもの。

［　１款　分担金及び負担金　］

　長生郡市広域市町村圏組合は、その性格上、主な財源を市町村負担金に依存している。

歳入の主な増減理由

区　　分

　令和５年度一般会計予算に占める負担金の割合は、71.1％で、前年度予算額に対して30,420千円、

0.6％増の4,881,670千円を計上。

［　２款　使用料及び手数料　］
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［　６款　繰越金　］

　前年度予算額、また、予備費と同額の20,000千円を計上。

［　△　繰入金　］

　66,000千円の皆減。

　令和４年度の市町村負担金抑制のため、清掃費、不燃物処理費の粗大ごみ破砕機駆動用高圧モータ更

新工事費の特定財源として、一般廃棄物処理施設建設基金から繰入を計上したことによるもの。

［　８款　組合債　］

　前年度予算額に対して121,500千円、13.6％減の774,400千円を計上。

　減額となった要因は、ごみ焼却施設基幹的設備改良事業終了による清掃債の可燃ごみ処理施設整備事

業の皆減によるもの。

　内訳として、清掃債の 終処分場施設整備事業として、エコパーク長生の延命化による嵩上げ事業で

76,000千円、新 終処分場建設事業で521,800千円、また、消防債の常備消防施設整備事業として、高規

格救急自動車及び消防ポンプ自動車各１台購入で61,500千円、消防署建替え事業で69,500千円、非常備

消防施設整備事業で、消防ポンプ自動車２台及び小型動力ポンプ付積載車２台購入で45,600千円を計上。

［　７款　諸収入　］

　前年度予算額に対して27,481千円、33.8％増の108,776千円を計上。

　増額となった要因は、雑入において、ごみ資源化物売却代で16,613千円、売却電気料金で10,000千円の

増を、実績に基づき、見込んだことによるもの。

　主な内訳としては、ごみ資源化物売却代で62,475千円、売却電気料金で40,000千円を計上。

［　５款　財産収入　］

　前年度予算額に対して64千円、0.5％減の13,026千円を計上。

　減額となった要因は、消防廃車車両の台数が１台減となることによるもの。

　内訳として、財産貸付料で温水センター浴場棟・プール棟等で8,926千円、大芝土地で2,741千円、入山津

旧分署で1,095千円、電柱等用地貸付料で21千円、利子及び配当金で一般廃棄物処理施設建設基金の利

子で1千円、物品売払収入で消防廃車車両の売却代で242千円を計上。

　減額となった要因は、石油貯蔵施設立地対策等交付金で、令和５年度は長柄町分を組合の予算として計

上しないことから4,100千円の減、補助対象の消防車両更新台数の減及び消防機庫新築事業の皆減による

消防防災施設強化事業補助金で、3,121千円の減、消防団員入団促進事業として活用していた千葉県地域

防災力向上総合支援補助事業終了による240千円の減によるもの。

　内訳としては、消防費県補助金で、千葉市、市原市の石油コンビナートに隣接する茂原市、長南町の消防

施設整備に対する石油貯蔵施設立地対策等交付金で8,677千円、消防設備整備などに対する消防防災施

設強化事業補助金で13,388千円を計上。

［　４款　県支出金　］

　前年度予算額に対して7,461千円、25.3％減の22,065千円を計上。
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歳　出（目的別）

増減額③ 増減率(％)

款項目 予算額 ① 構成比 予算額 ② 構成比 ①－② ③／②×100

1 議　　会　　費 2,123 0.0 2,110 0.0 13 0.6

2 総　　務　　費 179,220 2.6 171,331 2.4 7,889 4.6

3 民　　生　　費 51,067 0.8 49,939 0.7 1,128 2.3

1 1 介護認定審査会費 41,885 0.6 40,936 0.6 949 2.3

2 1
障害支援区分認定
審査会費

9,182 0.2 9,003 0.1 179 2.0

4 衛　　生　　費 3,351,356 48.8 3,765,023 52.7 △ 413,667 △ 11.0

1 306,380 4.4 294,613 4.1 11,767 4.0

1 保健衛生総務費 255,095 3.7 252,180 3.5 2,915 1.2

2 夜間急病診療所費 51,285 0.7 42,433 0.6 8,852 20.9

2 清　掃　費 3,044,976 44.4 3,470,410 48.6 △ 425,434 △ 12.3

1 清掃総務費 180,215 2.6 173,800 2.4 6,415 3.7

2 し尿処理費 137,804 2.0 136,568 1.9 1,236 0.9

3 可燃物処理費 1,125,783 16.4 2,236,510 31.3 △ 1,110,727 △ 49.7

4 不燃物処理費 253,887 3.7 285,066 4.0 △ 31,179 △ 10.9

5 最終処分場費 290,046 4.2 332,933 4.7 △ 42,887 △ 12.9

6 資源化推進費 193,142 2.8 194,024 2.7 △ 882 △ 0.5

7
新最終処分場建設
費

859,932 12.6 107,547 1.5 752,385 699.6

8
温水センター屋外
施設費

4,167 0.1 3,962 0.1 205 5.2

5 消　　防　　費 2,649,896 38.6 2,574,950 36.1 74,946 2.9

1 1 常備消防費 2,208,221 32.2 2,184,442 30.6 23,779 1.1

2 非常備消防費 132,185 1.9 135,052 1.9 △ 2,867 △ 2.1

3 常備消防施設費 212,122 3.1 98,124 1.4 113,998 116.2

4 非常備消防施設費 97,368 1.4 157,332 2.2 △ 59,964 △ 38.1

6 教　　育　　費 19,046 0.3 18,345 0.3 701 3.8

7 公　　債　　費 588,654 8.6 537,117 7.5 51,537 9.6

8 予　　備　　費 20,000 0.3 20,000 0.3 0 0.0

6,861,362 100.0 7,138,815 100.0 △ 277,453 △ 3.9

令和4年度

（単位：千円）

合　　　　　計

令和5年度
区　　分

保健衛生費
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［　２款　総務費　］

　前年度予算額に対して7,889千円、4.6％増の179,220千円を計上。

　増額となった要因は、令和３年度に人員が確保できず１人減となっていた職員数を元に戻したことや勤勉手当

の引上げに伴う職員人件費で4,152千円、令和５年10月から指定金融機関である千葉銀行へ公金振込手数料

が発生することなどに伴い物件費で1,005千円、組合管理棟の老朽化による維持補修費で3,224千円の増による

もの。

（　１項 １目　介護認定審査会費　）

　（　２項 １目　障害支援区分認定審査会費　）

　（　１項　保健衛生費　）

　前年度予算額に対して13千円、0.6％増の2,123千円を計上。

　増額となった要因は、追録単価の増を見込んだことによる物件費の増によるもの。

歳出（目的別）の主な増減理由

［　１款　議会費　］

　前年度予算額に対して179千円、2.0％増の9,182千円を計上。

　増額となった要因は、勤勉手当引上げ伴う職員人件費の増によるもの。

<　２目 夜間急病診療所費　>

　前年度予算額に対して8,852千円、20.9％増の51,285千円を計上。

　増額となった要因は、燃料調整費の上昇に伴う電気料金の値上げによる物件費で1,360千円、老朽化し

た高圧受変電設備更新工事による維持補修費で5,980千円、夜間急病診療業務委託で夜間急病診療所

の医師調整と夜間待機施設調整を含んだ金額の見直しに伴う補助費等で1,433千円の増などによるもの。

［　３款　民生費　］

　前年度予算額に対して1,128千円、2.3％増の51,067千円を計上。

　前年度予算額に対して413,667千円、11.0％減の3,351,356千円を計上。

　前年度予算額に対して11,767千円、4.0％増の306,380千円を計上。

［　４款　衛生費　］

　前年度予算額に対して949千円、2.3％増の41,885千円を計上。

　増額となった要因は、介護認定システム借上げの更新に伴う物件費の増によるもの。

<　１目 保健衛生総務費　>

　前年度予算額に対して2,915千円、1.2％増の255,095千円を計上。

　増額となった要因は、職員１人を会計年度任用職員から再任用職員に変更を見込んだことや勤勉手

当引上げなどに伴う職員人件費で2,712千円、夜間待機施設業務委託及び休日在宅当番医制業務委

託で、うるう年で１日多いことや休日日数が増となったことなどによる補助費等で823千円の増によるもの。
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　前年度予算額に対して425,434千円、12.3％減の3,044,976千円を計上。

<　１目清掃総務費　>

　減額となった要因は、 終処分場水処理施設の修繕個所及び施工内容の違いによる維持補修費で

10,836千円の減、令和４年度には、エコパーク長生の延命化に係る嵩上げ事業に伴う地元同意事業負担

金があったため補助費等で33,167千円の減となったことなどによるもの。

　前年度予算額に対して42,887千円、12.9％減の290,046千円を計上。

　増額となった要因は、屋外施設管理委託で樹木の枝剪定を仕様に追加することによる物件費で205千円

の増によるもの。

<　６目 資源化推進費　>

　前年度予算額に対して205千円、5.2％増の4,167千円を計上。

　増額となった要因は、建設事業に伴う地下水への影響の地元補償として上水道本管整備負担金による

補助費等で21,982千円、事業の進捗により、土木建設事業に着手することによる普通建設事業費で

729,867千円の増となったことなどによるもの。

<　３目 可燃物処理費　>

　減額となった要因は、実績に基づき、廃乾電池及び廃蛍光管等の運搬処理委託での処理委託量の減

を見込んだことによる物件費で1,277千円、不燃ごみ処理施設の修繕個所及び施工内容の違いによる維

持補修費で29,902千円の減となったことによるもの。

　前年度予算額に対して31,179千円、10.9％減の253,887千円を計上。

<　５目 最終処分場費　>

　増額となった要因は、会計年度任用職員２人減及び再任用職員１人増を見込んだことや勤勉手当引上

げなどに伴う職員人件費で5,310千円、新 終処分場建設事業に係る国庫交付金を受けるために必要な

第三次地域計画策定委託による物件費で1,050千円の増などによるもの。

　前年度予算額に対して1,236千円、0.9％増の137,804千円を計上。

　前年度予算額に対して1,110,727千円、49.7％減の1,125,783千円を計上。

　減額となった要因は、ごみ焼却施設の修繕個所及び施工内容の違いによる維持補修費で62,794千円、

平成30年度から５か年をかけ施工した、ごみ焼却施設基幹的設備改良事業が令和４年度で終了したこと

による普通建設事業費で1,059,377千円の減となったことによるもの。

<　８目 温水センター屋外施設費　>

　前年度予算額に対して752,385千円、699.6％増の859,932千円を計上。

　前年度予算額に対して882千円、0.5％減の193,142千円を計上。

　減額となった要因は、実績に基づき、資源ごみ収集に係る消耗品の更新数量減を見込んだことによる物

件費の減によるもの。

<　４目 不燃物処理費　>

<　７目 新最終処分場建設費　>

　増額となった要因は、燃料調整費の上昇に伴う電気料金の値上げによる物件費の増によるもの。

<　２目 し尿処理費　>

　前年度予算額に対して6,415千円、3.7％増の180,215千円を計上。

　（　２項　清掃費　）
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［　６款　教育費　］

　前年度予算額に対して51,537千円、9.6％増の588,654千円を計上。

　増額となった要因は、清掃債で、ごみ焼却施設基幹的設備改良事業、蒸気タービン発電機補修工事、エコ

パーク長生嵩上げ事業、新 終処分場の用地費の財源として令和４年度に借入予定の元利償還で57,294千

円、また、消防債で、非常備消防施設整備事業として令和２年度に借入れた消防機庫新築２棟、令和３年度に

借入れた消防ポンプ自動車１台、消防機庫解体１棟の元金償還で10,707千円が増となったことによるもの。

　前年度予算額に対して2,867千円、2.1％減の132,185千円を計上。

　減額となった要因は、予算計上する消防団員数を条例の定数から実数にすることで、団員報酬による人

件費で2,838千円、同じく福祉共済掛金などによる補助費等で908千円の減によるもの。

　増額となった要因は、再任用職員３人増及び勤勉手当引上げなどによる職員人件費で25,217千円、職

員の児童手当に係る扶助費で1,910千円の増となったことなどによるもの。

<　１目 常備消防費　>

　前年度予算額に対して23,779千円、1.1％増の2,208,221千円を計上。

［　７款　公債費　］

　増額となった要因は、消防署２署の建替え事業に係る立木等補償による補助費等で6,000千円、公有財

産購入費などによる普通建設事業費で106,930千円の増となったことなどによるもの。

　前年度予算額に対して74,946千円、2.9％増の2,649,896千円を計上。

<　３目 常備消防施設費　>

　前年度予算額に対して113,998千円、116.2％増の212,122千円を計上。

［　５款 １項　消防費　］

<　４目 非常備消防施設費　>

　前年度予算額に対して59,964千円、38.1％減の97,368千円を計上。

　前年度予算額に対して701千円、3.8％増の19,046千円を計上。

　増額となった要因は、勤勉手当引上げなどによる職員人件費で555千円、職員の児童手当に係る扶助費で

180千円の増によるもの。

　構成市町村からの要望により消防団の機庫や消防団車両の整備を特別負担金で行うもので、減額と

なった要因は、消防機庫新築２棟の減による普通建設事業費で70,932千円の減によるもの。

　市町村ごとの事業一覧は別表のとおり。

<　２目 非常備消防費　>
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  歳　出 （性質別）

増減額③ 増減率(％)

予算額　① 構成比 予算額　② 構成比 ①－② ③／②×100

人 件 費 2,458,358 35.8 2,423,057 33.9 35,301 1.5

物 件 費 1,808,324 26.3 1,801,796 25.2 6,528 0.4

維 持 補 修 費 355,741 5.2 448,877 6.3 △ 93,136 △ 20.7

扶 助 費 27,060 0.4 25,410 0.4 1,650 6.5

補 助 費 等 412,007 6.0 391,798 5.5 20,209 5.2

普 通 建 設 事 業 費 1,191,218 17.4 1,490,760 20.9 △ 299,542 △ 20.1

公 債 費 588,654 8.6 537,117 7.5 51,537 9.6

予 備 費 20,000 0.3 20,000 0.3 0 0.0

合 計 6,861,362 100.0 7,138,815 100.0 △ 277,453 △ 3.9

［　人件費　］

［　物件費　］

［　扶助費　］

　前年度予算額に対して35,301千円、1.5％の増となった。

　増額となった要因は、燃料調整費の上昇に伴う電気料金による需用費の増、清掃費・可燃物処理費

で見積単価上昇による焼却灰外部運搬処理委託及び焼却炉内の状態の悪化によるごみ焼却炉内等

清掃点検委託など委託料の増などによるもの。

　前年度予算額に対して6,528千円、0.4％の増となった。

　増額となった要因は、職員及び再任用職員の増を見込んだこと、また、期末手当引上げなどによる職

員手当の増によるもの。

（単位：千円 ）

区　　　分
令和5年度 令和4年度

　歳出（性質別）の主な増減理由

　前年度予算額に対して1,650千円、6.5％の増となった。

　前年度予算額に対して93,136千円、20.7％の減となった。

　減額となった要因は、令和４年度に清掃費で、ごみ焼却施設の蒸気タービン発電機補修及び粗大ご

み破砕機駆動用高圧モータ更新工事など大きな維持補修工事が重なったことによるもの。

　職員に係る児童手当を計上したもの。

［　維持補修費　］
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［　補助費等　］

　前年度予算額に対して20,209千円、5.2％の増となった。

　減額となった要因は、可燃物処理費で、平成30年度から５か年で実施してきた、ごみ焼却施設基幹的

設備改良事業が令和４年度で終了したこと、また、非常備消防施設費で、令和５年度は消防機庫新築

事業の実施がないことによるもの。

　前年度予算額に対して51,537千円、9.6％の増となった。

［　公債費　］

　増額となった要因は、新 終処分場建設費で、上水道本管敷設に係る地元補償負担金及び電柱、電

信柱移設などの補償金、また、常備消防費で消防署建替え事業に係る土地立木等補償費、非常備消

防施設費で、消火栓新設数の増や設計積算単価増に伴う負担金の増によるもの。

［　普通建設事業費　］

　前年度予算額に対して299,542千円、20.1％の減となった。

　増額となった要因は、清掃債で、ごみ焼却施設基幹的設備改良事業、蒸気タービン発電機補修工

事、エコパーク長生嵩上げ事業、新 終処分場の用地費の財源として令和４年度に借入予定の元利償

還で57,294千円、また、消防債で、非常備消防施設整備事業として令和２年度に借入れた消防機庫新

築２棟、令和３年度に借入れた消防ポンプ自動車１台、消防機庫解体１棟の元金償還で10,707千円が

増となったことによるもの。
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款
項

目
節

臨
時

/
経

常
事

　
業

　
名

予
算

要
求

額
（
千

円
）

事
　

業
　

内
　

容
　

等

国
・
県

補
助

金

組
合

債

一
般

財
源

2
3
,3

2
0

計
2
3
,3

2
0

国
・
県

補
助

金

組
合

債

一
般

財
源

1
1
,4

2
9

計
1
1
,4

2
9

国
・
県

補
助

金

組
合

債

一
般

財
源

1
9
3
,2

2
2

計
1
9
3
,2

2
2

国
・
県

補
助

金

組
合

債

一
般

財
源

9
,8

5
0

計
9
,8

5
0

国
・
県

補
助

金

組
合

債

一
般

財
源

6
,2

7
0

計
6
,2

7
0

国
・
県

補
助

金

組
合

債

一
般

財
源

2
,9

9
1

計
2
,9

9
1

国
・
県

補
助

金

組
合

債

一
般

財
源

1
2
7
,4

9
9

計
1
2
7
,4

9
9

1
2

1
2

経
常

 
9
,8

5
0

4
.1

.2
夜

間
急

病
診

療
所

費

1
4

経
常

組
合

管
理

棟
設

備
等

更
新

工
事

2
3
,3

2
0

　
使

用
開

始
か

ら
2
5
年

目
を

迎
え

、
空

調
設

備
の

不
具

合
や

雨
漏

り
が

生
じ

始
め

た
こ

と
か

ら
、

負
担

金
の

平
準

化
を

図
り

な
が

ら
、

組
合

議
会

、
管

理
者

会
議

及
び

職
員

研
修

な
ど

に
支

障
を

き
た

さ
な

い
よ

う
空

調
設

備
の

一
部

更
新

と
屋

上
防

水
更

新
工

事
（
2
/
3
年

目
）
を

行
お

う
と

す
る

も
の

。

3
.1

.1
介

護
認

定
審

査
会

費

4
.2

.1
清

掃
総

務
費

1
2

臨
時

第
三

次
地

域
計

画
策

定
委

託
2
,9

9
1

　
新

終
処

分
場

建
設

事
業

に
つ

い
て

、
国

の
「
循

環
型

社
会

形
成

推
進

等
交

付
制

度
」
に

よ
り

交
付

金
を

受
け

る
た

め
に

必
要

と
な

る
循

環
型

社
会

形
成

推
進

地
域

計
画

を
作

成
し

よ
う

と
す

る
も

の
。

【
計

画
期

間
 令

和
６

年
度

～
令

和
１

０
年

度
（
５

か
年

計
画

）
】

4
.1

.1
保

健
衛

生
総

務
費

1
3

経
常

介
護

認
定

シ
ス

テ
ム

借
上

【
長

期
継

続
契

約
  

 R
4
.1

2
.1

～
R
9
.1

1
.3

0
】

1
1
,4

2
9

　
組

合
が

行
う

介
護

認
定

審
査

会
業

務
及

び
構

成
市

町
村

が
利

用
す

る
認

定
調

査
支

援
業

務
全

般
に

使
用

す
る

介
護

認
定

審
査

会
支

援
シ

ス
テ

ム
の

保
守

を
含

む
賃

貸
借

を
行

っ
て

い
る

。

　
休

日
に

お
け

る
在

宅
当

番
医

に
よ

る
急

病
患

者
の

診
療

に
関

す
る

業
務

を
委

託
し

よ
う

と
す

る
も

の
。

1
4

経
常

受
変

電
設

備
更

新
工

事
6
,2

7
0

　
夜

間
急

病
診

療
所

に
お

け
る

初
期

医
療

行
為

の
結

果
、

直
ち

に
治

療
及

び
入

院
を

必
要

と
す

る
患

者
の

処
置

及
び

夜
間

の
急

病
患

者
の

診
療

に
関

す
る

業
務

を
委

託
し

よ
う

と
す

る
も

の
。

令
和

５
年

度
 一

般
会

計
予

算
　

主
要

事
業

左
の

財
源

（
千

円
）

4
.2

.2
し

尿
処

理
費

1
2

経
常

汚
泥

再
生

処
理

セ
ン

タ
ー

長
期

包
括

運
営

業
務

委
託

【
長

期
継

続
契

約
  

 H
3
0
.7

.1
～

R
1
5
.6

.3
0
】

1
2
7
,4

9
9

　
平

成
3
0
年

８
月

に
稼

働
を

開
始

し
、

施
設

運
営

方
法

に
つ

い
て

は
、

複
数

の
企

業
が

共
同

で
事

業
を

行
う

JV
方

式
で

結
成

さ
れ

た
共

同
企

業
体

と
、

1
5
年

間
に

わ
た

る
長

期
継

続
事

業
と

し
て

業
務

を
委

託
し

て
い

る
。

　
な

お
、

共
同

企
業

体
の

特
色

を
生

か
し

た
技

術
力

や
安

定
し

た
経

営
基

盤
が

確
保

さ
れ

、
廃

棄
物

の
適

正
処

理
と

施
設

の
安

定
運

営
が

維
持

さ
れ

て
い

る
。

経
常

夜
間

待
機

施
設

業
務

委
託

1
9
3
,2

2
2

2
.1

.1
一

般
管

理
費

　
修

繕
を

重
ね

維
持

管
理

を
し

て
い

る
が

、
経

年
劣

化
や

令
和

元
年

度
の

水
害

で
下

部
が

浸
水

し
た

こ
と

な
ど

に
よ

る
腐

食
な

ど
が

進
行

し
て

る
。

ま
た

、
ト
ラ

ン
ス

に
低

濃
度

P
C

B
が

含
ま

れ
て

い
る

こ
と

か
ら

、
3
0
年

以
上

前
に

更
新

さ
れ

た
も

の
と

思
わ

れ
、

耐
用

年
数

を
大

幅
に

経
過

し
て

い
る

こ
と

か
ら

ト
ラ

ン
ス

交
換

等
を

含
ん

だ
受

変
電

設
備

を
更

新
し

よ
う

と
す

る
も

の
。
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款
項

目
節

臨
時

/
経

常
事

　
業

　
名

予
算

要
求

額
（
千

円
）

事
　

業
　

内
　

容
　

等
左

の
財

源
（
千

円
）

国
・
県

補
助

金

組
合

債

一
般

財
源

2
1
5
,0

9
4

計
2
1
5
,0

9
4

国
・
県

補
助

金

組
合

債

一
般

財
源

2
3
7
,0

7
2

計
2
3
7
,0

7
2

国
・
県

補
助

金

組
合

債

一
般

財
源

1
4
2
,4

0
8

計
1
4
2
,4

0
8

国
・
県

補
助

金

組
合

債

一
般

財
源

1
3
4
,0

6
8

計
1
3
4
,0

6
8

国
・
県

補
助

金

組
合

債

一
般

財
源

4
1
,0

2
6

計
4
1
,0

2
6

国
・
県

補
助

金

組
合

債

一
般

財
源

3
6
,8

8
1

計
3
6
,8

8
1

国
・
県

補
助

金

組
合

債

一
般

財
源

2
6
,9

2
8

計
2
6
,9

2
8

国
・
県

補
助

金

組
合

債

一
般

財
源

5
5
,4

0
1

計
5
5
,4

0
1

国
・
県

補
助

金

組
合

債

一
般

財
源

5
3
,6

3
3

計
5
3
,6

3
3

4
.2

.4
不

燃
物

処
理

費

1
4

経
常

粗
大

ご
み

処
理

施
設

補
修

工
事

5
3
,6

3
3

　
不

燃
ご

み
処

理
が

止
ま

る
こ

と
の

な
い

よ
う

、
毎

年
の

点
検

結
果

を
基

に
、

施
設

及
び

設
備

の
消

耗
や

不
具

合
箇

所
の

補
修

工
事

を
行

お
う

と
す

る
も

の
。

経
常

　
圏

域
内

の
集

積
所

に
排

出
さ

れ
た

可
燃

ご
み

を
週

３
回

収
集

し
、

環
境

衛
生

セ
ン

タ
ー

に
搬

入
す

る
業

務
を

委
託

し
て

い
る

。

1
4

経
常

ご
み

焼
却

施
設

補
修

工
事

1
3
4
,0

6
8

　
ご

み
焼

却
処

理
や

発
電

施
設

が
止

ま
る

こ
と

の
な

い
よ

う
、

毎
年

の
点

検
結

果
を

基
に

、
施

設
及

び
設

備
の

消
耗

や
不

具
合

箇
所

の
補

修
工

事
を

行
お

う
と

す
る

も
の

。

可
燃

物
収

集
業

務
委

託

【
長

期
継

続
契

約
  

 R
3
.1

0
.1

～
R
8
.9

.3
0
】

1
2

経
常

不
燃

物
収

集
業

務
委

託
（
燃

え
な

い
ご

み
）

【
長

期
継

続
契

約
  

 R
3
.1

0
.1

～
R
8
.9

.3
0
】

4
1
,0

2
6

1
4
2
,4

0
8

　
ご

み
焼

却
施

設
で

発
生

し
た

主
灰

の
一

部
と

飛
灰

全
量

に
つ

い
て

、
エ

コ
パ

ー
ク

長
生

の
埋

立
基

準
や

延
命

化
を

図
る

目
的

で
、

茨
城

県
鹿

嶋
市

、
山

形
県

米
沢

市
、

秋
田

県
小

坂
町

に
あ

る
各

処
分

業
者

へ
外

部
処

理
委

託
を

行
お

う
と

す
る

も
の

。

経
常

1
2

ご
み

受
入

選
別

作
業

等
業

務
委

託
【
長

期
継

続
契

約
  

 R
3
.1

0
.1

～
R
8
.9

.3
0
】

5
5
,4

0
1

　
ご

み
処

理
施

設
で

の
不

燃
ご

み
受

入
作

業
及

び
マ

ニ
ピ

ュ
レ

ー
タ

運
転

操
作

に
よ

る
処

理
不

適
物

の
分

別
業

務
を

委
託

し
て

い
る

も
の

で
、

施
設

全
体

の
安

全
管

理
及

び
業

務
管

理
を

円
滑

に
す

る
た

め
、

可
燃

ご
み

受
入

、
資

源
化

物
選

別
（
ビ

ン
・
ペ

ッ
ト
ボ

ト
ル

）
業

務
も

含
め

、
契

約
を

一
本

化
し

管
理

体
制

の
強

化
を

図
っ

て
い

る
。

焼
却

灰
外

部
運

搬
処

理
委

託

2
1
5
,0

9
4

　
圏

域
内

の
集

積
所

に
排

出
さ

れ
た

燃
え

な
い

ご
み

を
月

１
回

収
集

し
、

環
境

衛
生

セ
ン

タ
ー

に
搬

入
す

る
業

務
を

委
託

し
て

い
る

。

経
常

不
燃

物
収

集
業

務
委

託
（
粗

大
ご

み
）

【
長

期
継

続
契

約
  

 R
3
.1

0
.1

～
R
8
.9

.3
0
】

3
6
,8

8
1

　
圏

域
内

の
集

積
所

に
排

出
さ

れ
た

粗
大

ご
み

を
月

１
回

収
集

し
、

環
境

衛
生

セ
ン

タ
ー

に
搬

入
す

る
業

務
を

委
託

し
て

い
る

。

経
常

粗
大

ご
み

処
理

施
設

運
転

管
理

業
務

委
託

【
長

期
継

続
契

約
  

 R
2
.1

0
.1

～
R
7
.9

.3
0
】

2
6
,9

2
8

　
ご

み
焼

却
施

設
の

運
転

管
理

業
務

と
密

接
に

関
連

し
て

い
る

た
め

、
契

約
を

一
体

化
す

る
こ

と
で

運
転

管
理

体
制

の
強

化
を

図
っ

て
い

る
。

経
常

ご
み

焼
却

施
設

運
転

管
理

業
務

委
託

【
長

期
継

続
契

約
  

 R
2
.1

0
.1

～
R
7
.9

.3
0
】

2
3
7
,0

7
2

　
2
4
時

間
連

続
で

ご
み

の
焼

却
処

理
を

行
い

、
そ

の
余

熱
利

用
で

ボ
イ

ラ
ー

・
タ

ー
ビ

ン
に

よ
る

発
電

並
び

に
浴

場
棟

・
プ

ー
ル

棟
へ

の
熱

供
給

を
行

う
な

ど
の

運
転

管
理

業
務

を
委

託
し

て
い

る
。

　
な

お
、

施
設

の
運

転
管

理
に

は
各

種
資

格
と

運
用

経
験

が
必

要
で

あ
り

、
様

々
な

法
律

、
条

例
等

を
遵

守
し

な
が

ら
円

滑
に

処
理

を
し

て
い

く
必

要
が

あ
る

。

1
2

4
.2

.3
可

燃
物

処
理

費

経
常
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款
項

目
節

臨
時

/
経

常
事

　
業

　
名

予
算

要
求

額
（
千

円
）

事
　

業
　

内
　

容
　

等
左

の
財

源
（
千

円
）

国
・
県

補
助

金

組
合

債

一
般

財
源

2
1
,1

2
0

計
2
1
,1

2
0

国
・
県

補
助

金

組
合

債

一
般

財
源

6
1
,6

0
5

計
6
1
,6

0
5

国
・
県

補
助

金

組
合

債
7
6
,0

0
0

一
般

財
源

2
5
,3

5
4

計
1
0
1
,3

5
4

国
・
県

補
助

金

組
合

債

一
般

財
源

1
1
,5

0
4

計
1
1
,5

0
4

国
・
県

補
助

金

組
合

債

一
般

財
源

9
,0

0
0

計
9
,0

0
0

国
・
県

補
助

金

組
合

債

一
般

財
源

5
6
,1

1
4

計
5
6
,1

1
4

国
・
県

補
助

金

組
合

債

一
般

財
源

2
9
,8

8
5

計
2
9
,8

8
5

国
・
県

補
助

金

組
合

債

一
般

財
源

1
0
3
,0

9
8

計
1
0
3
,0

9
8

4
.2

.5
終

処
分

場
費

1
8

臨
時

地
元

同
意

事
業

負
担

金
【
新

終
処

分
場

分
】

9
,0

0
0

　
新

終
処

分
場

の
建

設
事

業
に

伴
い

、
影

響
の

あ
る

周
辺

道
路

及
び

水
路

改
修

を
長

柄
町

の
協

力
を

得
て

実
施

す
る

も
の

。
【
R
4
.1

1
補

正
で

債
務

負
担

行
為

設
定

済
　

令
和

５
年

度
～

令
和

９
年

度
　

総
額

　
9
8
,1

5
0
千

円
】

　
エ

コ
パ

ー
ク

長
生

は
、

埋
立

開
始

か
ら

1
6
年

が
経

過
し

、
ま

た
、

佐
貫

終
処

分
場

は
、

埋
立

終
了

か
ら

1
6

年
が

経
過

し
、

老
朽

化
し

た
各

処
理

設
備

で
水

処
理

が
滞

る
こ

と
の

無
い

よ
う

、
施

設
及

び
設

備
の

消
耗

や
不

具
合

箇
所

の
補

修
工

事
を

行
お

う
と

す
る

も
の

。

　
エ

コ
パ

ー
ク

長
生

及
び

佐
貫

終
処

分
場

の
設

備
の

運
転

操
作

、
監

視
、

記
録

、
日

常
的

な
保

守
点

検
整

備
、

修
繕

及
び

こ
れ

ら
に

付
随

す
る

一
切

の
浸

出
水

処
理

業
務

を
委

託
し

て
い

る
。

1
2

経
常

1
4

経
常

終
処

分
場

補
修

工
事

6
1
,6

0
5

1
1
,5

0
4

　
新

終
処

分
場

の
埋

立
開

始
は

令
和

７
年

度
を

予
定

し
て

お
り

、
エ

コ
パ

ー
ク

長
生

の
埋

立
終

了
予

定
の

令
和

５
年

２
月

か
ら

新
終

処
分

場
の

供
用

開
始

ま
で

の
間

に
お

い
て

、
エ

コ
パ

ー
ク

長
生

の
埋

立
地

に
嵩

上
げ

を
施

し
延

命
化

を
図

ろ
う

と
す

る
も

の
。

【
R
4
当

初
で

債
務

負
担

行
為

設
定

済
　

令
和

５
年

度
　

限
度

額
1
0
7
,3

8
4
千

円
】

　
※

令
和

４
年

度
に

契
約

済
　

総
事

業
費

　
2
0
3
,5

0
0
千

円
内

施
管

委
嵩

げ
事

浸
出

水
処

理
施

設
運

転
管

理
業

務
委

託
【
長

期
継

続
契

約
  

 R
1
.1

0
.1

～
R
6
.9

.3
0
】

　
新

終
処

分
場

の
建

設
事

業
に

伴
う

、
環

境
整

備
な

ど
地

元
自

治
会

と
の

同
意

事
業

負
担

金
。

【
R
3
当

初
で

債
務

負
担

行
為

設
定

済
　

令
和

４
年

度
～

令
和

1
7
年

度
　

総
額

　
6
2
,0

5
6
千

円
】

1
8

臨
時

地
元

同
意

事
業

負
担

金
【
新

終
処

分
場

分
】

1
2 ・ 1
4

臨
時

終
処

分
場

嵩
上

げ
事

業
（
エ

コ
パ

ー
ク

長
生

延
命

化
）

1
0
1
,3

5
4

2
1
,1

2
0

ご
み

受
入

選
別

作
業

等
業

務
委

託
【
長

期
継

続
契

約
  

 R
3
.1

0
.1

～
R
8
.9

.3
0
】

2
9
,8

8
5

　
資

源
化

物
の

ビ
ン

・
ペ

ッ
ト
ボ

ト
ル

な
ど

の
分

別
業

務
を

委
託

し
て

い
る

も
の

で
、

施
設

全
体

の
安

全
管

理
及

び
業

務
管

理
を

円
滑

に
す

る
た

め
、

可
燃

ご
み

受
入

分
別

業
務

、
不

燃
ご

み
受

入
作

業
及

び
マ

ニ
ピ

ュ
レ

ー
タ

運
転

操
作

に
よ

る
処

理
不

適
物

の
分

別
業

務
を

含
め

、
契

約
を

一
本

化
し

管
理

体
制

の
強

化
を

図
っ

て
い

る
。

　
圏

域
内

の
集

積
所

に
排

出
さ

れ
た

資
源

ご
み

の
う

ち
ビ

ン
等

を
茂

原
市

は
月

２
回

、
町

村
は

月
１

回
収

集
し

、
環

境
衛

生
セ

ン
タ

ー
に

搬
入

す
る

業
務

を
委

託
し

て
い

る
。

　
圏

域
内

の
集

積
所

に
排

出
さ

れ
た

資
源

ご
み

の
う

ち
紙

類
等

を
茂

原
市

は
月

２
回

、
町

村
は

月
１

回
収

集
し

、
長

生
郡

市
再

生
資

源
協

同
組

合
に

搬
入

す
る

業
務

を
委

託
し

よ
う

と
す

る
も

の
。

経
常

5
6
,1

1
4

経
常

ビ
ン

等
収

集
業

務
委

託
【
長

期
継

続
契

約
  

 R
3
.1

0
.1

～
R
8
.9

.3
0
】

1
0
3
,0

9
8

4
.2

.6
資

源
化

推
進

費
1
2

経
常

紙
類

等
収

集
業

務
委

託
【
長

期
継

続
契

約
  
 R

4
.4

.1
～

R
9
.3

.3
1
】
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款
項

目
節

臨
時

/
経

常
事

　
業

　
名

予
算

要
求

額
（
千

円
）

事
　

業
　

内
　

容
　

等
左

の
財

源
（
千

円
）

国
・
県

補
助

金
2
3
9
,0

3
9

組
合

債
5
2
1
,8

0
0

一
般

財
源

6
2
,5

2
8

計
8
2
3
,3

6
7

国
・
県

補
助

金
組

合
債

一
般

財
源

2
2
,2

1
3

計
2
2
,2

1
3

国
・
県

補
助

金
組

合
債

一
般

財
源

1
9
,1

1
4

計
1
9
,1

1
4

国
・
県

補
助

金

組
合

債

一
般

財
源

2
8
,7

6
0

計
2
8
,7

6
0

国
・
県

補
助

金
組

合
債

一
般

財
源

4
,9

0
1

計
4
,9

0
1

国
・
県

補
助

金
5
,2

1
2

組
合

債
2
7
,8

0
0

一
般

財
源

1
1
,0

3
6

計
4
4
,0

4
8

国
・
県

補
助

金
3
,6

8
0

組
合

債
3
3
,7

0
0

一
般

財
源

1
3
,1

0
3

計
5
0
,4

8
3

国
・
県

補
助

金
組

合
債

一
般

財
源

1
3
,8

8
6

計
1
3
,8

8
6

国
・
県

補
助

金

組
合

債
6
9
,5

0
0

一
般

財
源

2
4
,2

8
9

計
9
3
,7

8
9

5
.1

.3
常

備
消

防
施

設
費

1
0

経
常

被
服

費
1
9
,1

1
4

　
令

和
６

年
度

新
規

採
用

予
定

職
員

の
制

服
及

び
現

場
装

備
一

式
の

新
規

貸
与

、
既

存
職

員
2
2
6
人

及
び

再
任

用
職

員
の

制
服

や
現

場
装

備
品

の
更

新
貸

与
な

ど
を

行
お

う
と

す
る

も
の

。

5
.1

.1
常

備
消

防
費

1
7

臨
時

本
部

査
察

調
査

車
更

新
（
消

防
本

部
）

1
3
,8

8
6

　
査

察
調

査
車

は
、

車
両

更
新

基
準

を
1
8
年

と
し

て
お

り
、

当
査

察
調

査
車

は
、

2
2
年

を
経

過
し

、
修

理
時

の
修

理
部

品
調

達
困

難
な

た
め

車
両

更
新

を
し

よ
う

と
す

る
も

の
。

ま
た

火
災

調
査

資
器

材
を

併
せ

て
更

新
し

よ
う

と
す

る
も

の
。

1
8

経
常

ち
ば

消
防

共
同

指
令

セ
ン

タ
ー

負
担

金
2
8
,7

6
0

　
千

葉
県

北
東

部
・
南

部
の

2
0
消

防
本

部
の

1
1
9
番

通
報

の
受

信
や

、
消

防
車

や
救

急
車

の
無

線
管

制
等

の
通

信
指

令
業

務
を

共
同

運
用

す
る

た
め

の
負

担
金

で
、

共
同

運
用

す
る

こ
と

で
業

務
の

効
率

化
が

図
ら

れ
る

と
と

も
に

、
各

消
防

本
部

の
連

携
及

び
情

報
の

共
有

化
が

可
能

と
な

り
、

隣
接

地
域

や
大

規
模

な
災

害
時

の
相

互
応

援
体

制
が

充
実

強
化

さ
れ

て
い

る
。

1
7

臨
時

消
防

ポ
ン

プ
自

動
車

更
新

（
西

消
防

署
）

5
0
,4

8
3

　
消

防
自

動
車

は
1
8
年

を
更

新
基

準
と

し
て

お
り

、
当

ポ
ン

プ
自

動
車

は
、

2
0
年

を
経

過
し

、
ま

た
、

エ
ン

ジ
ン

性
能

の
低

下
、

ポ
ン

プ
装

置
、

電
装

品
の

老
朽

化
に

よ
る

不
具

合
が

み
ら

れ
る

こ
と

か
ら

、
消

火
資

機
材

の
更

新
及

び
資

機
材

の
収

納
ス

ペ
ー

ス
も

兼
ね

備
え

た
車

両
へ

の
更

新
を

し
よ

う
と

す
る

も
の

。

1
2 ・ 1
6 ・ 2
2

1
7

　
循

環
型

社
会

形
成

推
進

交
付

金
を

活
用

し
、

新
終

処
分

場
の

造
成

、
貯

留
構

造
物

、
被

覆
施

設
等

の
工

事
を

行
お

う
と

す
る

も
の

。
【
令

和
５

年
度

当
初

予
算

で
、

債
務

負
担

行
為

設
定

予
定

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

令
和

６
年

度
～

令
和

７
年

度
　

総
額

　
3
,9

5
9
,4

0
2
千

円
】

1
8

臨
時

地
元

補
償

負
担

金
2
2
,2

1
3

　
新

終
処

分
場

建
設

地
周

辺
は

、
井

戸
水

を
生

活
水

と
し

て
使

用
し

て
い

る
世

帯
が

あ
り

、
建

設
工

事
に

よ
る

地
下

水
へ

の
影

響
の

お
そ

れ
が

あ
る

こ
と

か
ら

地
元

補
償

と
し

て
、

上
水

道
本

管
及

び
メ

ー
タ

ー
ボ

ッ
ク

ス
の

設
置

を
行

お
う

と
す

る
も

の
。

4
.2

.7
新

終
処

分
場

建
設

費

1
2 ・ 1
4

土
木

建
設

事
業

1
7

臨
時

消
防

団
用

消
防

ホ
ー

ス
更

新
4
,9

0
1

　
消

防
団

用
の

消
防

ホ
ー

ス
を

1
3
5
本

購
入

し
、

各
支

団
に

1
5
本

ず
つ

配
布

し
、

老
朽

化
し

た
消

防
ホ

ー
ス

を
更

新
し

よ
う

と
す

る
も

の
。

5
.1

.2
非

常
備

消
防

費

臨
時

消
防

庁
舎

建
替

え
事

業
9
3
,7

8
9

　
耐

用
年

数
を

経
過

し
た

南
及

び
西

消
防

署
の

建
替

え
を

行
う

た
め

の
用

地
鑑

定
及

び
測

量
委

託
、

用
地

購
入

費
、

立
木

等
補

償
を

行
お

う
と

す
る

も
の

。
　

な
お

、
地

質
調

査
委

託
、

造
成

工
事

、
設

計
委

託
、

建
設

事
業

、
解

体
工

事
を

令
和

６
年

度
か

ら
令

和
1
0

年
度

で
行

う
予

定
。

臨
時

8
2
3
,3

6
7

臨
時

高
規

格
救

急
自

動
車

更
新

（
本

納
分

署
）

4
4
,0

4
8

　
救

急
自

動
車

は
、

地
域

の
特

性
か

ら
救

急
搬

送
が

長
距

離
と

な
る

傾
向

が
強

く
、

車
両

更
新

は
８

年
又

は
3
0
万

km
を

更
新

基
準

と
し

て
い

る
。

な
お

、
当

救
急

自
動

車
は

、
年

間
約

４
万

km
を

走
行

し
、

令
和

５
年

度
末

に
は

3
0
万

ｋ
ｍ

を
超

え
る

見
込

み
で

あ
り

、
ま

た
、

傷
病

者
等

一
般

住
民

を
乗

車
さ

せ
走

行
す

る
任

務
の

特
殊

性
、

積
載

資
機

材
の

経
年

劣
化

も
考

慮
し

、
更

新
し

よ
う

と
す

る
も

の
。
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交付税
措置分

一般分

消防ポンプ自動車（CD-1） 3-2-1(上太田) 21,211 1,807 18,200 10,400 7,800 1,204

小型動力ポンプ付積載車（B3級） 3-1-3(法目) 9,511 5,018 4,400 4,400 93

飲料水兼用耐震貯水槽点検清掃 五郷福祉センター 2,090 2,090

消火栓新設 ３栓 5,379 5,379

38,191 6,825 22,600 14,800 7,800 8,766

一
宮
町

消火栓新設 ２栓 3,586 3,586

防火水槽撤去工事 北山田702 726 726

火の見櫓撤去工事 上之郷 110 110

消火栓新設 １栓 1,793 1,793

2,629 2,629

小型動力ポンプ付積載車（B3級）
6-2-5(小泉北部・
小泉南部)

9,510 441 8,500 4,700 3,800 569

防火水槽撤去工事 宮成2023 1,193 1,193

消火栓新設 ３栓 5,379 5,379

16,082 441 8,500 4,700 3,800 7,141

防火水槽撤去工事
白子町高齢者ス
ポーツ広場

2,838 2,838

防火水槽撤去工事 浜宿37-4 638 638

消火栓新設 ２栓 3,586 3,586

7,062 7,062

防火水槽フェンス補修工事 針ヶ谷 913 913

防火水槽屋根設置工事 高山 847 847

防火水槽漏水補修工事 山之郷 1,054 1,054

防火水槽漏水補修工事 榎本 2,207 2,207

消火栓新設 １栓 1,793 1,793

6,814 6,814

消防ポンプ自動車（CD-1） 9-4-2(地引) 21,211 5,907 14,500 10,400 4,100 804

消火栓新設 １栓 1,793 1,793

23,004 5,907 14,500 10,400 4,100 2,597

97,368 13,173 45,600 29,900 15,700 38,595

補助金
交付金

地　方　債
一般財源
(負担金)

茂
原
市

令和５年度 市町村別非常備消防施設整備事業一覧表 （単位：千円）

事　　業　　名 場　所 事業費

財　源　内　訳

白
子
町

計

長
生
村

計

計

睦
沢
町

計

市町村計

長
柄
町

計

長
南
町

計

13



歳　入 （単位：千円）

増減額③ 増減率(％)

款 予算額　① 構成比 予算額　② 構成比 ①－② ③／②×100

1 135,339 73.8 107,822 70.4 27,517 25.5

2 46,993 25.6 44,310 28.9 2,683 6.1

3 1,000 0.5 1,000 0.7 0 0.0

4 86 0.1 73 0.0 13 17.8

183,418 100.0 153,205 100.0 30,213 19.7

歳　出（目的別） （単位：千円）

増減額③ 増減率(％)

款 予算額　① 構成比 予算額　② 構成比 ①－② ③／②×100

1 182,418 99.5 152,205 99.3 30,213 19.9

2 1,000 0.5 1,000 0.7 0 0.0

183,418 100.0 153,205 100.0 30,213 19.7

歳入の主な増減理由

［　１款　分担金及び負担金　］

令和5年度　特別会計 火葬場・斎場事業費予算概要

諸 収 入

合　　　　　計

区　分
令和5年度 令和4年度

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

［　1款　事業費　］

27,517千円、25.5％増の135,339千円を計上。

　増額となった要因は、施設を適切に運営するための設備更新に伴う維持補修費、空調機等改修工事及び大

小式場の祭壇更新による普通建設事業費の増によるもの。

　前年度予算額、また、予備費と同額の1,000千円を計上。

［　２款　使用料及び手数料　］

合　　　　　計

事 業 費

繰 越 金

令和4年度

予 備 費

［　６款　諸収入　］

　前年度予算額に対して13千円、17.8％増の86千円を計上。

　増額となった要因は、実績に基づき、自動販売機の電気料金及び管理手数料の増を見込んだことによるも
の。

　前年度予算額に対して30,213千円、19.9％増の182,418千円を計上。

　増額となった要因は、職員１人を会計年度任用職員から再任用職員に変更を見込んだことや勤勉手当引上

げなどに伴う職員人件費で2,877千円、燃料調整費の上昇に伴う電気料金の値上げなどによる物件費で2,524

千円、火葬炉設備更新工事の更新内容による維持補修費で3,080千円、空調機等改修工事の改修内容、ま

た、聖苑開設以来使用しており経年劣化の著しい大小式場の祭壇更新による普通建設事業費で21,740千円の

増によるもの。

　令和５年度特別会計火葬場・斎場事業費予算に占める負担金の割合は、73.8％で、前年度予算額に対して

歳出（目的別）の主な増減理由

［　５款　繰越金　］

　前年度予算額に対して2,683千円、6.1％増の46,993千円を計上。

　増額となった要因は、実績に基づき、聖苑使用料の増を見込んだことによるもの。

区　　　分
令和5年度

14



歳　出（性質別） （単位：千円）

増減額③ 増減率(％)

予算額　① 構成比 予算額　② 構成比 ①－② ③／②×100

人 件 費 40,798 22.2 37,921 24.7 2,877 7.6

物 件 費 72,643 39.6 70,119 45.8 2,524 3.6

維 持 補 修 費 27,695 15.1 24,615 16.1 3,080 12.5

補 助 費 等 486 0.3 494 0.3 △ 8 △ 1.6

普 通 建 設 事 業 費 40,796 22.2 19,056 12.4 21,740 114.1

予 備 費 1,000 0.6 1,000 0.7 0 0.0

合　　　　計 183,418 100.0 153,205 100.0 30,213 19.7

歳出（性質別）の主な増減理由

　前年度予算額に対して2,877千円、7.6％の増となった。

［　人件費　］

　前年度予算額に対して3,080千円、12.5％の増となった。

　増額となった要因は、火葬炉設備を適正に保つために必要な設備更新内容による工事請負費の増によるも

の。

区　　　分
令和5年度 令和4年度

　増額となった要因は、職員総数に増減は無いものの会計年度任用職員が１人減、再任用職員は１人増を見

込んだこと、また、期末手当引上げなどによる職員手当の増によるもの。

［　物件費　］

［　維持補修費　］

　前年度予算額に対して2,524千円、3.6％の増となった。

　施設の性質上、不具合による休止ができないことから、計画的に設備の補修及び更新を行っており、項目や

内容により増減するもの。

　増額となった要因は、燃料調整費の上昇に伴う電気料金及びガス料金の使用実績に基づく需用費の増によ

るもの。

［　普通建設事業費　］

　前年度予算額に対して21,740千円、114.1％の増となった。

　増額となった要因は、空調機等改修工事の改修内容による工事請負費の増、また、聖苑開設以来使用してお

り経年劣化が著しい大小式場の祭壇を更新することによる備品購入費の増によるもの。

［　補助費等　］

　前年度予算額に対して8千円、1.6％の減となった。

　減額となった要因は、自動車損害保険料の見積り額の減、また、霊柩自動車運転手に係る貨物自動車運送

事業初任診断負担金の減によるもの。
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款
項

目
節

臨
時

/
経

常
事

　
業

　
名

予
算

要
求

額
（
千

円
）

事
　

業
　

内
　

容
　

等

国
・
県

補
助

金

組
合

債

一
般

財
源

2
7
,0

2
1

計
2
7
,0

2
1

国
・
県

補
助

金

組
合

債

一
般

財
源

9
,2

6
0

計
9
,2

6
0

国
・
県

補
助

金

組
合

債

一
般

財
源

2
7
,2

1
6

計
2
7
,2

1
6

国
・
県

補
助

金

組
合

債

一
般

財
源

2
5
,1

9
5

計
2
5
,1

9
5

国
・
県

補
助

金

組
合

債

一
般

財
源

1
3
,5

8
0

計
1
3
,5

8
0

1
7

令
和

５
年

度
 特

別
会

計
 火

葬
場

・
斎

場
予

算
　

主
要

事
業

左
の

財
源

（
千

円
）

経
常

火
葬

業
務

委
託

【
長

期
継

続
契

約
  

　
R
1
.1

0
.1

～
R
6
.9

.3
0
】

2
7
,0

2
1

　
施

設
の

特
殊

性
や

危
機

管
理

の
観

点
か

ら
､火

葬
炉

設
置

メ
ー

カ
ー

の
直

系
関

連
会

社
に

火
葬

業
務

を
委

託
し

て
い

る
。

1
2

経
常

 
屋

内
清

掃
業

務
委

託
9
,2

6
0

　
故

人
と

の
お

別
れ

の
場

と
し

て
、

来
場

者
に

快
く

施
設

を
使

用
し

て
い

た
だ

く
た

め
に

、
施

設
内

の
日

常
清

掃
及

び
定

期
清

掃
業

務
を

委
託

し
環

境
衛

生
の

維
持

に
努

め
よ

う
と

す
る

も
の

。

1
.1

.1
管

理
費

1
4

臨
時

大
小

式
場

祭
壇

更
新

1
3
,5

8
0

　
当

施
設

は
供

用
開

始
か

ら
2
5
年

目
を

迎
え

、
来

場
者

に
快

適
に

施
設

を
使

用
し

て
い

た
だ

け
る

よ
う

、
耐

用
年

数
に

基
づ

き
計

画
的

に
空

調
機

器
の

改
修

工
事

を
行

お
う

と
す

る
も

の
で

、
令

和
５

年
度

で
は

、
屋

上
自

動
制

御
機

器
交

換
、

パ
ル

ス
式

流
量

計
交

換
、

機
械

室
1
特

殊
弁

及
び

計
器

類
交

換
、

屋
上

給
水

及
び

ガ
ス

配
管

交
換

、
機

械
室

1
冷

温
水

ヘ
ッ

ダ
ー

交
換

、
屋

上
冷

却
塔

一
体

型
吸

収
冷

温
水

機
部

品
交

換
を

行
う

予
定

。
臨

時
空

調
機

等
改

修
工

事
2
7
,2

1
6

経
常

火
葬

炉
設

備
更

新
工

事
2
5
,1

9
5

　
耐

用
年

数
に

基
づ

く
機

器
の

更
新

等
を

含
め

た
工

事
を

し
よ

う
と

す
る

も
の

で
、

令
和

５
年

度
で

は
、

台
車

ブ
ロ

ッ
ク

交
換

、
火

葬
炉

耐
火

物
全

体
積

替
、

燃
焼

空
気

ブ
ロ

ワ
モ

ー
タ

ー
交

換
、

排
気

フ
ァ

ン
イ

ン
ペ

ラ
ー

及
び

モ
ー

タ
ー

交
換

、
電

気
集

塵
機

シ
ー

ケ
ン

サ
ー

及
び

盤
内

機
器

更
新

を
行

う
予

定
。

　
大

小
両

式
場

の
祭

壇
は

、
聖

苑
の

供
用

開
始

か
ら

使
用

し
て

お
り

、
経

年
劣

化
に

よ
る

破
損

や
祭

壇
自

体
の

歪
み

も
生

じ
て

い
る

た
め

更
新

し
よ

う
と

す
る

も
の

。
　

な
お

、
大

小
式

場
を

併
せ

て
更

新
す

る
こ

と
で

、
配

送
設

置
費

の
削

減
や

値
引

き
幅

も
見

込
む

こ
と

が
で

き
る

。
　

ま
た

、
税

法
上

の
耐

用
年

数
は

３
年

で
あ

る
。
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〔業務量の見込み〕

(1) 受水

(2) 地下水

1.水道事業収益及び費用について（税込み）

（水道事業収益）

（単位：千円）

款　項 目

1

1

1

2

3

2

1

2

3

4

5

6

－

営業収益

水道事業収益

給水申込納付金

受取利息及び配当金

営業外収益

市町村負担金

その他営業収益

給水収益

受託工事収益

項　目 令和5年度 令和4年度

2.給水人口 138,522

253,140 1.7

戸戸 64,226 543

△ 1,086

62,000 ｍ
3

人

ｍ
3

人 139,608 人

令和5年度水道事業会計予算概要

戸 0.81.給水戸数 64,769

ｍ
3

ｍ
3 15,320,270

ｍ
3

増　　減

0.3

　水道事業収益は、前年度当初予算額に対して51,805千円、1.0％増の5,085,492千円を計上。

　１項営業収益は、前年度当初予算額に対して23,382千円、0.6％増の4,005,025千円で、その内訳とし

て、１目給水収益は、営業用、工場用の使用水量の増加を見込み、24,827千円増の3,990,808千円を計上。

　２目受託工事収益は1千円を計上し、３目その他営業収益は、手数料及び雑収益として346千円減の

14,216千円を計上。

　次に、２項営業外収益は、前年度当初予算額に対して28,426千円、2.7％増の1,080,467千円で、その内

訳として、１目受取利息及び配当金は有価証券利息により229千円、2,081.8％増の240千円を計上。

　２目給水申込納付金は新規申込件数の増加により28,137千円増の138,767千円を計上。

　３目市町村負担金は、高料金対策補助金として前年度と同額の402,900千円を計上し、４目県補助金は、

千葉県市町村水道総合対策事業助成要綱に基づく控除を見込み、1,288千円減の379,291千円を計上。

　５目長期前受金戻入は、補助金・負担金等により取得した資産に係る減価償却費見合い分を収益化した

もので、1,431千円増の157,795千円を計上。

　６目雑収益は、図面複写料金等を見込み、83千円減の1,474千円を計上。

19,070,000

ｍ
3

△ 191,140

4.一日平均給水量 ｍ
352,104

△ 5.23,496,590 ｍ
3 3,687,730

27 0.1

県補助金

15,573,410

379,291

1,080,467

157,795

ｍ
3

雑収益

28,137

ｍ
3

令和4年度
当初予算額②

3.年間総給水量

内
訳

ｍ
3

19,008,000

1,474

増減率（％）

138,767

402,900

11

令和5年度
当初予算額①

380,579

52,077

△ 0.8

ｍ
3

皆減

5,085,492

4,005,025

3,990,808

1

14,216

3,965,981

長期前受金戻入

特別利益

51,805

23,382

24,827

△ 1,099

△ 346

5,033,687

3,981,643

0

28,426

229

1,052,041

1,100

240

0.6

△ 1,288

156,364

402,900

1,431 0.9

14,562

△ 99.9

△ 2.4

110,630

増減額③
①-②

2.7

2,081.8

25.4

0.0

△ 0.3

増減率(％)
③/②×100

1.0

0.6

1,557

3―

△ 83

―

△ 5.3
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（水道事業費用）

（単位：千円）

款　項 目

1

1

1

2

3

4

5

6

7

8

2

1

2

3

－

3

予定損益計算書について （単位：千円）

（単位：千円）

特別損失

120,213

水道事業収益(A)

170,406

差　　額(A)-(B) 255,478

当初予算額①

水道事業費用

営業費用

営業外費用
支払利息及び企業債取扱諸費

消費税及び地方消費税

雑支出

減価償却費

業務費

総係費

原水及び浄水費

0

149,091

4,830,014

4,635,260

280,463

その他営業費用

159,794

272,382

区　　分
令和5年度

当初予算額①

4,832,538

10,002

216,061

522

150,094

4,606,474

2,783,613

2,495,247

2,831,373

△ 1,0991

　　区　　分

当年度純利益

受水費

配水及び給水費

△ 6.7△ 10,703

―

35,141

△ 6.3

△ 2

900,741

184,754 △ 14.5

△ 60,679

△ 1

10,000 10,000

△ 0.02

3

523

55,744

0.0

255,332

△ 35,141

当初予算額②
30.9

予備費

水道事業費用(B)

③/②×100

増減額③
①-②

38,779

増減率(％)
③/②×100

　水道事業費用は、前年度当初予算額に対して2,524千円、0.1％減の4,830,014千円を計上。

１項営業費用は、前年度当初予算額に対して28,786千円、0.6％増の4,635,260千円で、その内訳とし

て、１目原水及び浄水費は、主に浄水場などの取水浄水施設の維持管理に係る経費で、電力料金の高騰に

よる動力費の増加により47,760千円増の2,831,373千円を計上。そのうち、九十九里地域水道企業団へ支払

う受水費は、受水量が253,140㎥増加したことにより、4,733千円増の2,499,980千円を計上。

２目配水及び給水費は、主に漏水修理工事等の配水施設の維持管理に係る経費で、修繕費の増加により

38,779千円増の436,944千円を計上。

　３目受託工事費は、1千円を計上。

４目業務費は、主に水道料金の検針及び集金に係る経費で、水道料金等徴収業務委託費の減少により

8,081千円減の272,382千円を計上。

　５目総係費は、人件費等の増加により、15,154千円増の165,248千円を計上。

　６目減価償却費は、配水管等の有形固定資産を定額法で算出し、60,679千円減の900,741千円を計上。

次に２項営業外費用は、前年度当初予算額に対して31,307千円、14.5％減の184,754千円で、その内訳と

して１目支払利息及び企業債取扱諸費は、10,703千円減の149,091千円を計上。

２目消費税及び地方消費税は、仮受消費税から仮払消費税を控除した納税額で、20,603千円減の35,141

千円を計上。

　３項予備費は、施設の応急修繕や災害に伴う復旧費用として、10,000千円を計上。

令和4年度
当初予算額②

受託工事費

△ 0.1

0.6

1.7

0.2

9.7

△ 2,524

28,786

47,760

4,733

△ 2.9

10.1

△ 99.9

△ 14.1資産減耗費

1,100

△ 8,081

△ 3,046

15,154165,248

436,944 398,165

10,000

18,571

2,499,980

961,420

△ 31,307

―

21,617

△ 20,603 △ 37.0

増減額③ 増減率（％）

△ 0.2

皆減

令和5年度 令和4年度

35,141

①-②

170,406

② ③

130,162 40,244

375,545
④＝①-(②+③)

4,830,014 4,539,541

区　　分
消費税等納付額

5,085,492

当年度純利益消費税等相当額予算額（税込み額）

①
4,709,947
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2.資本的収入及び支出について（税込み）

（資本的収入）

（単位：千円）

款　項 目
1

1

1

2

1

3

1

－

－

（資本的支出）

（単位：千円）

款　項 目
1

1

1

2

3

4

5

－

2

1

3

1

投資 100,000 ― ― 皆増

有価証券取得費 100,000

用地取得費 ―

15,620営業設備費

企業債償還金

資本的支出

― 皆増

資本的収入

原水施設費

配水施設費

消火栓工事費

雑入

―

建設改良費

345,458

令和5年度
当初予算額①

雑収入

　資本的収入は、前年度当初予算額に対して185,567千円、20.6％増の1,086,753千円を計上。

　１項企業債１目企業債は、配水管更新工事等の建設改良事業の財源として、前年度当初予算額に対して

31,000千円、4.8％増の676,000千円を計上。

　２項国庫補助金１目国庫補助金は、重要給水施設配水管耐震化事業及び水道施設再編推進事業の財源と

して、千葉県生活基盤施設耐震化等交付金により、14,822千円、29.4％増の65,295千円を計上。

　３項負担金１目負担金は、河川改修事業に伴う配水管布設替え工事の増加などにより、前年度当初予算

額に対して146,111千円、73.3％増の345,458千円を計上し、前年度、４項雑収入１目雑入に計上していた

負担金工事に係る設計手数料は、今年度より３項負担金１目負担金に計上。

企業債

国庫補助金

国庫補助金

負担金

65,295

企業債 676,000

△ 1,105

260,169 25.1

―

23,309

117,562

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額1,389,267千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支
調整額、当年度分損益勘定留保資金及び減債積立金で補てんする。

建設事務費

8,822

46,737

企業債償還金 △ 1.0

1,549,327

20.12,615

60.9

835,170

70,825

13,005

14,487

4,032

66.0

△ 1.1

146,111

14,822 29.4

146,111

73.3

2,071,291

676,000

345,458

1,295,741

2,476,020

97,095

826,693

98,200

△ 8,477

増減額③
①-②

29.4

4.8

令和5年度
当初予算額①

185,567

増減率(％)
③/②×100

令和4年度
当初予算額②

1,086,753

△ 8,477

826,693

835,170

皆減

増減率(％)
③/②×100

　資本的支出は、前年度当初予算額に対して404,729千円、19.5％増の2,476,020千円を計上。

　１項建設改良費は、前年度当初予算額に対して313,206千円、25.3％増の1,549,327千円で、その内訳と

して１目消火栓工事費は、消火栓設置工事の増加により8,822千円増の23,309千円を計上。

　２目建設事務費は、人件費の増加により46,737千円増の117,562千円を計上。

　３目原水施設費は、取水浄水施設更新等に係る費用として、老朽化したポンプ設備や取水井情報伝送装

置更新工事等を見込むが、事業量の減少により1,105千円減の97,095千円を計上。

　４目配水施設費は、配水施設更新等に係る費用として、老朽化した配水管布設替え工事や河川改修事業

に伴う配水管布設替え工事、監視制御設備更新工事等により、260,169千円増の1,295,741千円を計上。

　５目営業設備費は、深井戸用水中モーターポンプや揚水管購入等により2,615千円増の15,620千円を計

上。

　２項企業債償還金１目企業債償還金は、前年度当初予算額に対して8,477千円、1.0％減の826,693千円を

計上。

　次に３項投資１目有価証券取得費を新たに100,000千円計上。

404,729

増減額③
①-②

皆減

△ 1.0

6,366

6,366

―

25.3

73.3

皆減

313,2061,236,121

―

19.5

199,347

1,035,572

65,295 50,473

―

199,347

令和4年度
当初予算額②

―

50,473

負担金

31,000645,000

14,822

20.6901,186

645,000 4.831,000
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１　消火栓工事費

・地下式消火栓設置工事（13栓） 千円

２　建設事務費

・岩撫加圧ポンプ場築造実施設計業務委託 【水道施設再編推進事業交付金対象】 千円

・大沢配水池耐震診断業務委託 千円

３　原水施設費

・ポンプ設備更新工事（山之郷浄水場 3基・皿木浄水場 1基） 千円

・取水井情報伝送装置更新工事（山之郷浄水場取水井・皿木浄水場取水井） 千円

・水位計更新工事（山之郷系、真名配水場、大沢配水場） 千円

４　配水施設費

・配水管布設替え工事（L=820ｍ）【重要給水施設配水管交付金対象】 千円

・配水管（経年管）布設替え工事（L=4,589ｍ） 千円

・河川改修事業に伴う水管橋架替工事等（L=789ｍ） 千円

・ 終処分場建設事業に伴う配水管布設工事（L=310ｍ） 千円

・道路改良等に伴う配水管布設替え工事（L=700ｍ） 千円

・監視制御設備更新工事 千円

・加圧ポンプインバータ更新工事（大上加圧ポンプ場） 千円

21,461

10,010

230,912

12,760

23,309

主　　要　　事　　業

21,571

13,371

474,869

11,418

16,423

94,358

56,870

271,586
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許可病床数 180 床 180 床 0 床 0.0
稼働病床数
（休床届出後）

128 床 128 床 0 床 0.0

入院  (年延) 32,208 人 36,500 人 △ 4,292 人
　診療日数 366 日 365 日 1 日
　１日平均 88 人 100 人 △ 12 人
外来  (年延) 85,400 人 85,050 人 350 人
　診療日数 244 日 243 日 1 日
　１日平均 350 人 350 人 0 人

款 項 目

1

1

1

2

3

4

2

1

2

3

4

5

6

7

3

1

令和5年度病院事業会計予算概要

〔業務量の見込み〕
項　　　　　　目 令和5年度 令和4年度 増　　減 増減率(％)

　2. 年間患者数

△ 11.8

0.4

　1. 病床数

1. 病院事業収益及び費用について(税込み)

(病院事業収益)
病院事業収益は、前年度当初予算額に対して107,813千円、3.2％増の3,492,927千円を計上。

　１項医業収益は、前年度当初予算額に対して124,316千円、4.6％増の2,839,760千円で、その内訳と

して、１目入院収益は、１日平均患者数を88人、１人１日当りの診療単価を47,000円、診療日数を

366日と見込み、73,974千円減の1,513,776千円を計上。

　２目外来収益は、１日平均患者数を350人、１人１日当りの診療単価を11,600円、診療日数を244日と

見込み、182,665千円増の990,640千円を計上。

　３目その他医業収益は、室料差額収益、健康診断等の公衆衛生活動収益及び人間ドック等の医療

相談収益等で、13,688千円増の170,586千円を計上。

　４目市町村負担金は、救急医療に要する経費で1,937千円増の164,758千円を計上。

　次に、２項医業外収益は、前年度当初予算額に対して16,503千円、2.5％減の653,166千円で、その

内訳として２目市町村負担金は、高度医療及び小児医療等に要する構成市町村からの負担金で

60,295千円減の490,486千円を計上。

　３目補助金は、県の救急基幹センター運営費補助金等で、前年度当初予算額と同額の9,138千円を

　４目長期前受金戻入は、補助金・負担金等により取得した資産に係る減価償却費見合い分を収益化

したもので、45,423千円増の124,373千円を計上。

計上。

　５目その他医業外収益は、自動販売機の売上手数料や他医療機関への医師派遣料等で、

871千円減の18,727千円を計上。

　６目売店収益は、760千円減の10,440千円を計上。

(単位:千円)

区　　分
令和5年度 令和4年度 増減額③ 増減率(％)

当初予算額① 当初予算額② ①-② ③/②×100

病院事業収益　 3,492,927 3,385,114 107,813 3.2

医業収益　 2,839,760 2,715,444 124,316 4.6

入院収益 1,513,776 1,587,750 △ 73,974 △ 4.7

外来収益 990,640 807,975 182,665 22.6

その他医業収益 170,586 156,898 13,688 8.7

市町村負担金 164,758 162,821 1,937 1.2

医業外収益 653,166 669,669 △ 16,503 △ 2.5

受取利息配当金 1 1 0 0.0

市町村負担金 490,486 550,781 △ 60,295 △ 10.9

補助金 9,138 9,138 0 0.0

長期前受金戻入 124,373 78,950 45,423 57.5

その他医業外収益 18,727 19,598 △ 871 △ 4.4

売店収益 10,440 11,200 △ 760 △ 6.8
消費税及び地方消費税
還付金

1 1 0 0.0

特別利益 1 1 0 0.0

その他特別利益 1 1 0 0.0
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款 項 目

1

1

1

2

3

4

5

6

2

1

2

3

4

5

3

1

　６目研究研修費は、900千円減の8,850千円を計上。

　２項医業外費用は、前年度当初予算額に対して30,554千円、82.2％増の67,728千円で、その内訳と

して１目支払利息及び企業債取扱諸費は、1,179千円増の6,525千円を計上。

　２目売店費用は、400千円減の7,800千円を計上。

　３目消費税及び地方消費税は、納税額で4,843千円増の12,443千円を計上。

　５目長期前払消費税勘定償却は、8,332千円増の14,759千円を計上。

　４目雑支出は、修学資金貸付金返還債務の免除等で16,600千円増の26,201千円を計上。

12,051 60,795 △ 48,744 △ 80.2

区 分

経 常 収 支

当 期 純 損 益

当初予算額② ①-② ③/②×100

60,795 △ 48,744 △ 80.2

③/②×100

　３目経費は、光熱水費、修繕費及び委託料等で、14,911千円増の547,852千円を計上。

　４目減価償却費は、有形固定資産を定額法により算出したもので、64,737千円増の197,771千円を

計上。

　５目資産減耗費は、前年度当初予算額と同額の5,470千円を計上。

(病院事業費用)
　病院事業費用は、前年度当初予算額に対して156,557千円、4.7％増の3,480,876千円を計上。

　１項医業費用は、前年度当初予算額に対して126,003千円、3.8％増の3,413,147千円で、その内訳と

して、１目給与費は、37,099千円増の2,120,836千円を計上。

(単位:千円)

区　　分
令和5年度 令和4年度 増減額③

　２目材料費は、医薬品及び診療材料費等で、10,156千円増の532,368千円を計上。

増減率(％)

当初予算額① 当初予算額② ①-②

病院事業費用 3,480,876 3,324,319 156,557 4.7

医業費用 3,413,147 3,287,144 126,003 3.8

給与費 2,120,836 2,083,737 37,099 1.8

材料費 532,368 522,212 10,156 1.9

経費 547,852 532,941 14,911 2.8

減価償却費 197,771 133,034 64,737 48.7

資産減耗費 5,470 5,470 0 0.0

研究研修費 8,850 9,750 △ 900 △ 9.2

医業外費用 67,728 37,174 30,554 82.2

支払利息及び企業債取扱
諸費

6,525 5,346 1,179 22.1

売店費用 7,800 8,200 △ 400 △ 4.9

消費税及び地方消費税 12,443 7,600 4,843 63.7

172.9

長期前払消費税勘定償却 14,759 6,427 8,332 129.6

その他特別損失 1 1 0

雑支出 26,201 9,601 16,600

特別損失 1

（単位：千円）

令和5年度 令和4年度 増減額③ 増減率（％）

当初予算額①

12,051

0 0.0

0.0

1
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款 項 目

1

1

1

2

1

3

1

4

1

款 項 目

1

1

1

2

3

2

1

3

1

前年度当初予算額に対して33,333千円、45.5％減の40,000千円を計上。

国県補助金 40,000 73,333 △ 33,333 △ 45.5

　４項修学資金貸付金返還金１目修学資金貸付金返還金は、項建てとして1千円を計上。

(単位:千円)

増減率(％)

40,000 73,333 △ 33,333 △ 45.5

　２項市町村負担金１目市町村負担金は、企業債元金償還金と建設改良に要する経費とし、繰出基準

に基づく市町村からの負担金で、前年度当初予算額に対して58,358千円、218.3％増の85,096千円を

計上。その内訳は、企業債償還金に要する79,037千円と建設改良費の医療機器購入等に要する

　３項国県補助金１目国県補助金は、電子カルテシステム更新に係る国保特別調整交付金で、

2 .資本的収入及び支出について(税込み)

(資本的収入)
　資本的収入は、前年度当初予算額に対して426,875千円、60.6％減の277,097千円を計上。

区　　分
令和5年度 令和4年度 増減額③

当初予算額① 当初予算額② ①-②

国県補助金

③/②×100

資本的収入 277,097 703,972 △ 426,875 △ 60.6

市町村負担金 85,096 26,738 58,358 218.3

市町村負担金 85,096 26,738 58,358 218.3

修学資金貸付金返還金 1 1 0 0.0

修学資金貸付金返還金 1 1 0 0.0

(資本的支出)
　資本的支出は、前年度当初予算額に対して409,872千円、55.8％減の324,591千円を計上。

　１項建設改良費は、前年度当初予算額に対して513,269千円、75.8％減の164,118千円で、その内訳

として、１目資産購入費は、医療機器整備分として、433,936千円減の80,750千円を計上。

　２項企業債償還金１目企業債償還金は、前年度当初予算額に対して104,597千円、195.6％増の

82,368千円を計上。

158,073千円を計上。

　３項投資１目その他投資は、前年度当初予算額に対して1,200千円、33.3％減の2,400千円を

計上。これは、看護師確保のための修学資金貸付金である。

(単位:千円)

区　　分
令和5年度 令和4年度 増減額③ 増減率(％)

当初予算額① 当初予算額② ①-② ③/②×100

資本的支出 324,591 734,463 △ 409,872 △ 55.8

建設改良費 164,118 677,387 △ 513,269 △ 75.8

資産購入費 80,750 514,686 △ 433,936 △ 84.3

企業債償還金 158,073 53,476 104,597 195.6

企業債償還金 158,073 53,476 104,597 195.6

投資 2,400 3,600 △ 1,200 △ 33.3

その他投資 2,400 3,600 △ 1,200 △ 33.3

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額47,494千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的

収支調整額及び過年度分損益勘定留保資金等で補てんするもの。

603,900

　１項企業債１目企業債は、医療機器購入分やC棟屋上防水工事分等として、前年度当初予算額

△ 74.8

01,000

6,059千円である。

603,900 △ 451,900

△ 74.8△ 451,900

用地取得費 皆増1,000

152,000

　２目改修工事費は、C棟屋上防水工事分やB棟エレベーター改修工事分等として、80,333千円減の

　３目用地取得費は、用地価格評価委託分として、1,000千円を計上。

152,000

企業債

企業債

改修工事費 82,368 162,701 △ 80,333 △ 49.4

に対して451,900千円、74.8％減の152,000千円を計上。
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